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第１章 事業概要 

 

１－１ 事業実施の目的 
 
本事業は、市町村が森林経営管理制度の運用を早期に軌道に乗せることができるよう、森

林経営管理制度に係る全国の知見やノウハウを調査・分析し、データベース化し情報提供す

るとともに、森林経営管理法の所有者不明森林等の特例措置を適切に運用できるよう、特例

措置の適用可否に係る判断基準の整備などを通じて、市町村等の支援を行う事を目的とす

る。 

 
 

１－２ 事業の履行期間 
 
 令和 4 年 4 月 20 日から令和 5 年 2 月 28 日まで 

 
 

１－３ 事業の概要 
  
本事業の実施項目及びその概要を以下に示す。 

 
（１）事務データベース整備業務 

 

①全国事例の調査・分析 

  森林経営管理制度に先導的に取り組む市町村等の取組のうち、汎用性の高い事例や特

徴的な事例を把握した上で、当該市町村のほか、市町村の取組を支援する都道府県や団体

に対しヒアリングや関連情報の提供依頼を行い、森林経営管理制度に取り組む実施体制、

意向調査の手法、対象森林の選定基準、経営管理権集積計画の策定手順、林業経営者の評

価手法などについて、他地域への横展開を念頭においた整理・分析を行った。 

ヒアリングは令和 2 年度にヒアリング対象となった 11 地区（計 12 市町）とし、オン

ラインアプリケーションの Zoom Meetings pro（ズーム ミーティング プロ／有償ライ

センス）を使用して、ビデオ会議形式により実施した。ヒアリングに際しては、前年度業

務で作成されたヒアリング記録様式（以下、様式と言う）の記載項目等を適宜更新すると

ともに、市町村等に関連資料の提供を依頼した。 

市町村等から提供のあった資料等の内容を踏まえて、様式の各項目に対応・関連する内

容をあらかじめ記載し、確認・質問事項を追記したものをヒアリング対象者（市町村等）

と事前に共有することで、手戻りが少なく取組内容の深掘りができるように留意した。 

ヒアリング実施後には、ヒアリング結果を反映した様式の記載内容を関係者全員にメ

ール送信し、電話及びメールにて記載内容の確認及び最新情報の補足、関連資料の追加収

集を行うことで、記載内容の充実を図った。 

ヒアリングを実施した 11 地区の内訳を次ページに示す。 
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図表 1-3-1 ヒアリングの実施状況（全 11 地区、12 市町） 

 対象地区 実施日時 実施形式 

① 秋田県大館市 令和 4 年 7 月 11 日（月）13:30～15:30 

ビデオ会議形式

（Zoom Meetings
pro を使用） 

② 宮城県登米市 令和 4 年 7 月 25 日（月）13:30～15:30 
③ 埼玉県秩父市 令和 4 年 7 月 4 日（月）13:10～15:10 
④ 静岡県富士市 令和 4 年 7 月 13 日（水）13:30～15:30 
⑤ 岐阜県恵那市 令和 4 年 6 月 15 日（水）13:00～15:00 
⑥ 岐阜県郡上市 令和 4 年 8 月 18 日（木）13:30～15:30 
⑦ 和歌山県有田川町 令和 4 年 8 月 22 日（月）13:30～15:30 
⑧ 徳島県那賀町 令和 4 年 8 月 1 日（月）13:30～15:30 
⑨ 徳島県美馬市 令和 4 年 6 月 23 日（木）13:30～15:30 
⑪ 徳島県つるぎ町 令和 4 年 8 月 16 日（火）13:30～15:00 
⑪ 熊本県御船町 令和 4 年 8 月 24 日（水）13:00～15:00 
⑫ 鹿児島県鹿児島市 令和 4 年 7 月 22 日（金）10:00～12:00 

 

②事例のデータベース化等 

１）事例集の作成 

森林経営管理制度に取り組む市町村や関係者の参考となる情報の提供を行うため、上

記①で調査・分析した内容をデータベース化し、事例集「森林経営管理制度に係る取組事

例集 Vol.3」（A4 横判両面フルカラー88 ページ、2,000 部）を作成・印刷製本するととも

に、上記①でヒアリング対象地区の市町村等より収集した森林経営管理制度に係る資料

のデータ（PDF ファイル）を参考資料として CD-R に収録して事例集に貼付した。 

 

図表 1-3-2 「森林経営管理制度に係る取組事例集」の表紙（左）、目次（右） 

 

 

 ２）説明用資料集の作成 
事例集の内容を中心として各種説明会で使用可能な資料を PowerPoint で作成予定で

あったが、１）で作成する事例集を PowerPoint で作成し、また、説明用資料に盛り込む

予定の Q&A 集の要素を組み込んで編集・作成することにしたため、発注者と協議の上、

本項目で想定していた内容は１）の事例集の作成と一体的に行う事とした。 
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３）広報資料の作成 
 事例集の事例をはじめとして、市町村が主体となって行う森林整備等の取組を一般に

広く周知し、森林経営管理制度等の取組の円滑化に資するものとするため、パンフレット

（A3 判二つ折り、フルカラー4 ページ、50,000 部）及びパネル（A1 判フルカラー10 枚）、

パネル縮刷版パンフレット（A3 版二つ折り、フルカラー４ページ、8,000 部）を作成・

印刷した。 
 なお、１）～３）のデータについては、DVD に格納し、発注者に提出した。 

 
４）森林環境譲与税事例集の印刷 
 森林環境譲与税事例集（A4 判両面カラー印刷、56 ページ）について 2,500 部印刷し  

た。 

 

図表 1-3-3 「森林環境譲与税事例集」の表紙 

 

 
５）冊子媒体等の発送 

  １）で作成した事例集、３）で作成したパンフレット、４）で印刷製本した森林環境        

譲与税事例集については、都道府県（47 か所）、森林管理局（7 か所）などの関係部署宛

に発送した。 
１）で作成した事例集についてはヒアリング対象となった市町村及び支援組織にも発

送した。 
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（２）森林管理状況評価指標整備業務 

 ①情報収集及び資料作成 
令和 2 年度、3 年度に作成した基礎資料を基に検討委員会の議論を踏まえて、森林・林

業に関する学識経験者から科学的な知見について意見聴取するとともに、財産権等の法

律的観点に関する知見を法律に関する学識経験者から意見を聴取し、検討委員会で議論

する基礎資料案や森林経営管理法に基づく所有者不明森林等の特例措置を講じる場合の

客観的な評価指標及びガイドライン（案）を作成した。 

  
②検討委員会の運営 

  令和 2 年度、3 年度の検討委員会の議事、資料及び上記①で整理した基礎資料を基に、

森林経営管理法に基づく所有者不明森林等の特例措置を講じる場合の客観的な評価指標

及びガイドライン（案）の整備を目的として、「森林管理状況評価指標整備に関する検討

委員会」を設置し、3 回開催した。うち、第 9 回の検討委員会については現地視察を伴う

形で開催し、現地の関係機関との事前の連絡・調整、当日の運営支援等を行った。 

検討委員会の議事の円滑な進行に向けて、開催前の関係者への資料の記載内容の確認

や関連事項についての意見聴取、各回の終了後の議事録、作成資料の内容確認等に努めた。 

意見聴取については、オンラインアプリケーションの Zoom Meetings pro（有償ライ

センス）を使用してビデオ会議形式で開催した。なお、検討委員会の設置・開催に際し、

委員の委嘱、謝金等及び自治体職員の旅費精算、出席者へ開催日程の調整、資料作成及び

当日の進行支援等を行った。以下に、検討委員会の委員構成及び開催状況を記す。 

 

 
図表 1-3-4 森林管理状況評価指標整備に関する検討委員会 委員  ※敬称略 

氏名 所属 

植木 達人 

【委員長】 
信州大学 学術研究院農学系 森林施業・経営学研究室 教授 

阿部 和時 
日本大学 生物資源科学部 森林資源科学科 森林環境保全学研究室

特任教授 

野村 裕 のぞみ総合法律事務所 弁護士（日本弁護士連合会より推薦） 

品川 尚子 那須法律事務所 弁護士 

河合 智 
岐阜県 郡上森林マネジメント協議会 事務局次長 

（元・郡上市農林水産部次長兼林務課長） 

片山 健二 石川県 かが森林組合 代表理事組合長 

＜事務局＞林野庁、公益財団法人 日本生態系協会 
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図表 1-3-5 森林管理状況評価指標整備に関する検討委員会の開催状況 

回数 日時 開催方法 議題 

第 8 回 
令和 4 年 7 月 15 日 
13：30～16：00 

対面式 
（TKP 新橋カンファレンス 
センター） 

1．ガイドラインについて 
2．今後の予定について 

第 9 回 
令和 4 年 10 月 25 日 
13：50～16：15 

現地検討会（長野県上田市）

対面式 
（上田東急 REI ホテル） 

1．現地検討のとりまとめ  
2．ガイドラインについて 
3．今後の予定について 

第10回 
令和 5 年 1 月 20 日 
14：30～17：00 

対面式 
（TKP 新橋カンファレンス 
センター） 

1．ケーススタディ（三戸町、
揖斐川町・本山町） 

2．ガイドラインについて 
3．今後の予定について 
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第２章 事務データベース整備業務 

２－１ 全国事例の調査・分析 
 
森林経営管理制度に先導的に取り組む市町村等の取組のうち、汎用性の高い事例や特徴

的な事例を把握した上で、当該市町村のほか、市町村の取組を支援する都道府県や団体に対

しヒアリングや関連情報の提供依頼を行い、森林経営管理制度に取り組む実施体制、意向調

査の手法、対象森林の選定基準、経営管理権集積計画の策定手順、林業経営者の評価手法な

どについて、他地域への横展開を念頭においた整理・分析を行った。 

 
（１）ヒアリング対象地区及びヒアリング対象の選定 

令和２年度「森林経営管理制度実施円滑化事業」にヒアリングを実施した 11 地区（秋田

県大館市、宮城県登米市、埼玉県秩父市、静岡県富士市、岐阜県恵那市、岐阜県郡上市、和

歌山県有田川町、徳島県那賀町、徳島県美馬市・つるぎ町、熊本県御船町、鹿児島県鹿児島

市）を対象として、その後の取組経過や課題等について再度ヒアリングを実施した。 
取組の主体である市町村のほか、市町村を支援する都道府県や関連団体等もヒアリング

対象に含めることとした。 

 
（２）ヒアリング事項及びヒアリング内容 

 ヒアリングに際しては、各市町村の取組間の内容比較等ができるように、各市町村に共通

するヒアリング事項を設定し、11 地区で共通して使用するヒアリング報告様式をあらかじ

め作成することで、ヒアリング事項の統一を図った。ヒアリング報告様式は、令和２年度業

務で作成されたものを基に、令和２年度のヒアリング結果や、ヒアリング対象地域の取組状

況等を踏まえて、適宜、項目の更新等を行った。 
ヒアリングに先立ち、対象市町村及び関係者に対し、地域の取組方針等を示した概要資料

や意向調査、集積計画の策定等の実務に用いる資料提供の依頼を行った。ヒアリング報告様

式には、事前に提供を受けた資料等から抽出した質問内容や追加で情報提供を依頼する事

項を具体的に記載するなど、関係者に事前準備いただきたい事項を明示することで、ヒアリ

ングの効率的かつ円滑な進行に努めた。なお、ヒアリングの準備に係る関係者の事務負担を

考慮し、質問・確認事項等への回答はヒアリング当日に口頭で伺うこととし、事前に書面で

の回答は求めないこととした。 
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（３）参考資料の収集 

ヒアリングに際しては、取組状況が分かる既存資料（森林経営管理制度の取組方針をまと

めた概要資料、意向調査票の様式、所有者への説明資料、対象森林のゾーニング図面、経営

管理権集積計画、事業発注に係る設計書や仕様書等）を各市町村やその関係者から事前に提

供を受け、その内容を基に把握できた事項をヒアリング報告様式にあらかじめ記載し、ヒア

リングの効率化に努めた。 
提供を受けた資料のうち、取組を他地域に横展開を図る上で有効と考えられる資料につ

いては、「2－2 事例のデータベース化 等（1）事例集の作成」で作成した「森林経営管理制

度に係る取組事例集 Vol.3」の付属 CD に収録することとし、掲載可否や掲載内容について、

情報提供先の市町村及び関係団体の担当者に個別に確認を行い、掲載内容を確定させた。な

お、個人情報や、業務の積算や契約に係る情報等の取り扱いには十分留意し、資料の抜粋や

マスキング加工などを行うとともに、処理後の資料については再度、情報提供先の団体の確

認を経た上で掲載内容を確定させた。 
なお、ヒアリングの事前段階で提供を受けた資料の記載内容は、その後の取組の進捗に応

じて内容が逐次更新される状況にあることから、ヒアリング実施後も、電話や E メールで

各地域の取組の進捗状況を確認するとともに、情報の更新があった箇所についてはその内

容を、ヒアリング報告様式等のとりまとめ資料に適宜反映した。ヒアリング先の市町村等に

おいて取組過程で見直しが行われた資料や、ヒアリング後に新たに作成された資料がある

場合には、追加で提供を受けるようにした。 

 
（４）ヒアリング日程の調整 

ヒアリングについては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、全工程をビデ

オ会議形式での実施とし、対象となった 11 地区計 42 団体と日程調整を行い、開催日程を

決定した。ヒアリングの実施に際しては、内容確認に係る手戻りを減らし、同一地区の関係

者との間で質問・回答内容を共有できるようにするため、同時刻に関係者がオンライン上で

一堂に会する形での開催となるように日程調整を行った。 
ビデオ会議形式でのヒアリング実施に際しては、使用端末や通信環境等の確認をヒアリ

ング対象者に対して個別に行い、同一地域のヒアリング対象者全員が共通して利用できる

オンラインアプリケーションの調整を行った。ヒアリングは全 11 地区ともに、Zoom 
Meetings pro（有償ライセンス）を使用して行った。 
次ページに、対象地区別のヒアリング実施日、同席者等の概要を示す。 

 
（５）ヒアリング内容の整理・分析 

ヒアリング結果から、各地区に共通する事項を抽出するとともに、各地区の特徴的な事項

を整理し、事例集の構成の検討を行った。また、整理した事項に考察等を加えるため、必要

となる情報や関連資料について、関係者に電話や E メールによる追加の確認及び資料提供

の依頼を行った。 
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対象市町村 実施日時 ヒアリング方法 ヒアリング対象（同席者） ヒアリング対象の関係性（実施体制図） 

秋田県大館市 令和 4 年 7 月 11 日（月） 
13：30～15：30 

ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 
 

・大館市 産業部 林政課 森林整備係 
・秋田県 北秋田地域振興局 農林部 

宮城県登米市 令和 4 年 7 月 25 日（月） 
13：30～15：30 

ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 
 

・登米市 産業経済部 農林振興課 
・宮城県 東部地方振興事務所 登米地域事務所 
林業振興部 

・宮城県市町村森林経営管理サポートセンター 
・東和町森林組合 
・津山町森林組合 

 
埼玉県秩父市 

 
令和 4 年 7 月 4 日（月） 
13：10～15：10 

ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 
 

・秩父市 環境部 森づくり課 
・秩父地域森林林業活性化協議会 
・小鹿野町 産業振興課 
・埼玉県秩父農林振興センター 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

静岡県富士市 令和 4 年 7 月 13 日（水） 
13：30～15：30 

ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 
 

・富士市 産業交流部 林政課 
・静岡県 富士農林事務所 森林整備課 
・静岡県 森林計画課 
・株式会社白糸植物園 

図表 2-1-1 対象地区別のヒアリング実施日、同席者等 
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対象市町村 実施日 ヒアリング方法 ヒアリング対象（同席者) ヒアリング対象の関係性（実施体制図） 

岐阜県恵那市 令和 4 年 6 月 15 日（水） 
13：00～15：30 

ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 
 

・恵那市 林政課 
・地域森林管理支援センター 
・岐阜県 恵那農林事務所 林業課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
岐阜県郡上市 令和 4 年 8 月 18 日（木） 

13:30~15:30 
ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 
 

・郡上市 農林水産部 林務課 
・岐阜県 郡上農林事務所 林業課 
・郡上森林マネジメント協議会 

和歌山県有田川町 令和 4 年 8 月 22 日（月） 
13:30～15:30 

ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 
 

・有田川町 産業振興部 林務課 
・一般社団法人わかやま森林と緑の公社 
・和歌山県 有田振興局 農林水産振興部 林務課 
・清水森林組合 
・金屋町森林組合 

徳島県那賀町 令和 4 年 8 月 1 日（月） 
13:30～15:30 

ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 

・那賀町 林業振興課 
・公益社団法人徳島森林づくり推進機構 
森林情報課 

・徳島県 南部総合県民局 
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対象市町村 実施日 ヒアリング方法 ヒアリング対象（同席者） ヒアリング対象の関係性（実施体制図） 

徳島県美馬市 令和 4 年 6 月 23 日（木） 
13：30～15：30 

ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 
 

・美馬市 経済部 農林課 
・一般社団法人やましごと工房 
 

 

徳島県つるぎ町 令和 4 年 8 月 16 日（火） 
13：30～15：00 

ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 
 

・つるぎ町 産業経済課 
・一般社団法人やましごと工房 

熊本県御船町 令和 4 年 8 月 24 日（水） 
13：00～15：00 

ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 

・御船町 農業振興課 
・熊本県 上益城地域振興局 林務課 
・緑川森林組合 上益城事業所 
・國武林業 
・熊本県森林組合連合会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

鹿児島県鹿児島市 令和 4 年 7 月 22 日（金） 
10：00～12：00 

ビデオ会議形式 
（Zoom Meetings  

pro を使用） 

・鹿児島市 生産流通課 
・鹿児島 地域振興局 
・鹿児島県森林組合連合会 
・市町村サポートセンター 
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２－２ 事例のデータベース化等 
 
（１）事例集の作成・発送 

森林経営管理制度に取り組む市町村や関係者の参考となる情報を提供するため、「２－

１全国事例の調査・分析」で整理・分析した情報をデータベース化した。  
具体的には、調査・分析した内容を「森林経営管理制度に係る取組事例集 Vol.3」とし

て取りまとめるとともに、ヒアリング対象地区の市町村等より収集した参考資料のデー

タを PDF ファイルで CD-R に収録し、事例集に貼付した。 
※詳細は「森林経営管理制度に係る取組事例集 Vol.3」を参照。 
 また、ヒアリング対象となった市町村及び支援組織、都道府県（47 か所）、森林管理局

（７か所）の関係部署などへ発送した。 
 
 

【事例集の体裁等】 
［判の大きさ等］A4 判横、本文 88 ページ、裏表紙の内側に参考資料の PDF ファイルを

収録した CD-R を貼付 
［カラー・白黒の別］全ページ４色フルカラー・両面印刷 
［用紙］表紙：マットコート 130 ㎏、本文：上質紙 90 ㎏ 
［発行部数］2,000 部 

 
 
 
（２）広報資料の作成・発送 
  事例集の事例をはじめとして、市町村が主体となった行う森林整備等の取組を一般に

広く周知し、森林経営管理制度等の取組の円滑化に資するものとするため、パンフレット

及びパネルを作成した。また、パネルから抜粋したパンフレットも作成した。パンフレッ

トについては都道府県（47 か所）、森林管理局（７か所）などの関係部署へ発送した。 
 
【パンフレットの体裁等】 
［判の大きさ等］A3 判二つ折り、本文 4 ページ 
［カラー・白黒の別］全ページ４色フルカラー・両面印刷 
［用紙］上質紙 76.5 ㎏ 
［発行部数］50,000 部 

 
【パネルの体裁等】 
［判の大きさ等］A1 判、10 枚１組 
［カラー・白黒の別］フルカラー 
［用紙］紙製段ボール素地、厚さ５㎜ 
 

【パネル縮刷版の体裁等】 
［判の大きさ等］A4 判、本文４ページ 
［カラー・白黒の別］全ページ４色フルカラー・両面印刷 
［用紙］上質紙 76.5 ㎏ 
［発行部数］8,000 部 
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 図 2-2-1 パンフレット 
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図 2-2-2 パネル 
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図 2-2-3 パネル縮刷版 
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（３）データファイルの作成 

  「２－１全国事例の調査・分析」で収集した参考資料 19 点を電子記録媒体（CD-R）に

収録したものを 100 部作成した。CD-R に収録した参考資料の一覧を以下に示す。詳細は

資料編を参照。 
 
１_【熊本県多良木町】森林経営管理制度に対する多良木町の取り組み方針等    
２_【高知県四万十市】林地台帳更新作業用データ  
３_【静岡県富士市】意向調査票（様式）      
４_【和歌山県有田川町】意向調査回答の御礼ハガキ      
５_【和歌山県有田川町】補助金チラシ    
６_【鹿児島県垂水市】境界候補図    
７_【熊本県御船町】意向調査票（様式）    
８_【徳島県美馬市・つるぎ町】山林の境界に関する確認及び同意書（様式）    
９_【秩父地域森林林業活性化協議会】秩父地域集約化団地境界明確化事業補助金交付要綱  
10_【和歌山県有田川町】有田川町森林経営管理権集積計画策定方針    
11_【徳島県美馬市】森林経営管理法に基づく森林の経営管理方針   
12_【和歌山県紀美野町】紀美野町森林経営管理制度実施方針    
13_【岐阜県郡上市】施業プラン書（様式）    
14_【徳島県美馬市・つるぎ町】相続人等申告書（様式）    
15_【秋田県大館市】企画提案書作成マニュアル    
16_【熊本県御船町】御船町公益的機能発揮森林整備事業の実施に関する協定書（ひな型）  
17_【三重県松阪市】松阪市森林整備事業に関する協定書（ひな型）    
18_【三重県松阪市】松阪市森林経営管理計画推進計画    
19_【兵庫県神河町】神河町森林整備事業補助金交付要綱    
 
（４）森林環境譲与税事例集の印刷・発送 
  林野庁担当官から指示されたファイルを、冊子として印刷し、都道府県（47 か所）、森

林管理局（７か所）の関係部署へ発送した。 
 
【森林環境譲与税事例集の体裁等】 
［判の大きさ等］A4 判、本文 56 ページ 
［カラー・白黒の別］全ページ４色フルカラー・両面印刷 
［用紙］表紙：マットコート 90 ㎏、本文：上質紙 63 ㎏ 
［発行部数］2,500 部 
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図 2-2-4 森林環境譲与税事例集の表紙 
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図表 2-2-5 森林環境譲与税事例集の目次 
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第３章 森林管理状況評価指標整備業務 

 

３－１ 情報収集及び資料作成 

 
森林の有する水源涵養機能や土砂流出防備機能等の多面的機能の発揮と森林の経営管

理の水準の関係について、森林・林業に関する学識経験者から科学的な知見について意見

聴取するとともに、財産権等の法律的観点に関する知見を法律に関する学識経験者から

意見聴取し、検討委員会で議論する基礎資料や森林経営管理法に基づく所有者不明森林

等の特例措置を講じる場合の客観的な評価指標及びガイドライン（案）（以下ガイドライ

ン（案））を作成した。作成に当たっては、令和２年度、３年度に作成された基礎資料を

基に、検討委員会における議論の経過を踏まえて、適宜、関連する資料の収集・整理等の

追加調査を行った。 
  
（１）学識経験者への意見聴取及び基礎資料の作成 

今年度は令和２年度、３年度に作成された基礎資料に基づき、主にガイドライン（案）

を作成した。森林の有する水源涵養機能や土砂流出防備機能等の多面的機能の発揮と森

林の経営管理の水準の関係について科学的な知見を整理するとともに、財産権等の法律

的観点に関する知見を法律に関する学識経験者から意見聴取し、ガイドライン（案）の修

正加筆を行った。具体的な内容は以下（２）評価指標及びガイドライン（案）の作成を参

照。 
 
（２）評価指標及びガイドライン（案）の作成 

  検討委員会の議事等を踏まえ、ガイドライン（案）を作成するにあたり、林野庁の指示

の下、委員の意見調整等を行った。 
このほか、各委員の意見聴取・とりまとめ及び各都道府県・市町村から寄せられたガイ

ドライン（案）に対する意見や質問の整理と、それらの質問等に対する回答案の作成を行

った。あわせて、これらの意見等を踏まえたガイドラインへの反映案の作成等を行った。 
また、ガイドラインに付属する林業に関する用語集及び知見を整理した参考資料から、

主要論点を抽出した資料案を作成した。主な知見の解説としては、 
・水源涵養機能を高める間伐の効果 
・水源涵養機能を高める間伐が必要な林況や間伐率について 
・山地災害防止・土壌保全機能を高める間伐の効果や林況などについて 
の３項目について、令和２年度に作成した資料から代表的なものを抽出し、図表ととも

に解説する資料の作成をした。用語解説については、関連する図表や補足説明を追記する

ことで、林業担当初任者でも理解しやすいものとなるようにした。なお、作成した用語解

説は、ガイドラインの参考資料「森林野管理水準に関する資料集」の中に盛り込まれた。 
また、ガイドラインへの追加項目として、所在不明で共有者全員の同意がとれない場合

等、関連法制度の整理を行った。あわせて、行政機関による手続きのみで対応可能な制度

（既存制度）、司法機関の関与が必要な制度（改正民法に基づく措置）について、各制度

の名称、活用が想定されるケース、制度の概要、手続きの流れについて整理し、ガイドラ
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イン（案）「その他法制度の活用」項目検討の基礎資料とした。 
 
A．行政機関による手続きのみで対応可能な制度 
 ・共有者不確知森林制度（森林法） 
 ・認可地縁団体が所有する不動産にかかる登記の特例（地方自治法） 
 ・入会林野近代法の活用 
B．司法機関の関与が必要な制度（改正民法を基に作成） 
 ・所在等不明共有者の共有持分の取得 
 ・不明共有者を除いた合意形成 
 ・所有者不明土地管理制度 
 ・相続財産清算制度 

   

３－２ 検討委員会の運営 

森林経営管理法に基づく所有者不明森林等の特例措置を講じる場合の客観的な評価指

標（案）を整備することを目的に「森林管理状況評価指標整備に関する検討委員会」を設

置し、令和４年度は３回開催した。なお、第９回については長野県上田市内で開催し、室

内での検討委員会と併せて、現地視察（現地検討）を行った。現地検討に際し、関係機関

との事前の連絡・調整、資料案の作成等を行った。 
検討委員会の議事の円滑な進行に向けて、開催前の関係者への資料の記載内容の確認

や関連事項についての意見聴取、各回の終了後の議事録、作成資料の内容確認等を行った。

検討委員会の開催に際しては、委員との開催日程の調整、当日の進行支援、議事録の作成

及び内容確認、謝金等の精算等を行った。また、議事運営を円滑に行うため、検討委員会

で使用する資料は E メール及び郵送で事前送付し、委員及び出席者との間での事前共有

に努めた。意見聴取については必要に応じてオンラインアプリケーションの Zoom 
Meeting pro（有料ライセンス）を利用してビデオ会議形式で実施した。 
資料作成については、各回の議論を基にガイドラインの更新案の検討や、ケーススタデ

ィに関する資料案の作成等を行った。検討委員会の委員、開催状況を次ページに示す。 

※検討委員会の配布資料及び議事録については「令和４年度 森林管理状況評価指標整備   
に関する検討委員会 実施報告書」を参照。 
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図表 3-2-1 森林経営管理状況評価指標整備に関する検討委員会 委員 ※敬称略 

氏名 所属 

植木 達人 

【委員長】 
信州大学 学術研究院農学系 森林施業・経営学研究室 教授 

阿部 和時 
日本大学 生物資源科学部 森林資源科学科 森林環境保全学研究室

特任教授 

野村 裕 のぞみ総合法律事務所 弁護士（日本弁護士連合会より推薦） 

品川 尚子 那須法律事務所 弁護士 

河合 智 
岐阜県 郡上森林マネジメント協議会 事務局次長 

（元・郡上市農林水産部次長兼林務課長） 

片山 健二 石川県 かが森林組合 代表理事組合長 

＜林野庁＞ 川村達哉 森林利用課 課長 

福田 淳 森林利用課 森林集積推進室長 

中山昌弘 森林利用課 課長補佐（森林集積企画班担当） 

安藤竜介 森林利用課 森林集積推進室 企画係長 

＜事務局＞  公財財団法人 日本生態系協会 松浦、亀田、小川、井上 

 

 
図表 3-2-2 森林管理状況評価指標整備に関する検討委員会の開催状況 

回数 日時 開催方法 議題 

第８回 
令和 4 年 7 月 15 日 
13：30～16：00 

対面式 
（TKP 新橋カンファレンス 
センター） 

1．ガイドラインについて 
2．今後の予定について 

第９回 
令和 4 年 10 月 25 日 
13：50～16：15 

現地検討会（長野県上田市）

対面式 
（上田東急 REI ホテル） 

1．現地検討のとりまとめ  
2．ガイドラインについて 
3．今後の予定について 

第10回 
令和 5 年 1 月 20 日 
14：30～17：00 

対面式 
（TKP 新橋カンファレンス 
センター） 

1．ケーススタディ（三戸町、
揖斐川町、本山町） 

2．ガイドラインについて 
3．今後の予定について 

※臨時出席者あり（第 9回：長野県、上田市 第 10 回：青森県、岐阜県、高知県、三戸町、

揖斐川町、本山町） 
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